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広島大学は，教育・研究とともに社会貢献を重要な使命として位置づけ，その具現化

に取り組んでいる。本学における社会貢献は，社会と密に連携しながら，地域社会や国

際社会に対し本学の有する知的・人的・物的資源を積極的に活用し，継続的なイノベー

ションによる未来社会の設計と建設に寄与することを目指している。 

産官学連携は，それを実現するための一形態であり，教育・研究の成果を社会貢献に

活用することにより，知的資源の社会還元を果たすものである。このことは，大学の社

会的な存在価値を高揚し，大学に対する国民の理解と支援を得るという観点からも重要

である。 

産官学連携をより効果的に行うために，以下のような組織的な取組みを推進する。 

 
１．組織の強化 

産官学連携活動は，大学院研究科や学部など各部局においてもそれぞれの分野，使命

に応じて推進している。しかしながら，大学として組織的・戦略的に推進するため，学

術・社会連携推進機構を設置し，本学の有するあらゆる資産を社会の多様な分野で幅広

く活用し，社会との双方向の連携を進めることにより，社会と本学の新たな発展を目指

す。 

 
２．知的財産管理の充実 

「知」の源泉たる大学は，様々な形で知の創造とその活用を展開している。知の創造

は研究の場で実現され，教育，論文発表，学会誌への投稿，書物の発刊，知的財産権の

申請などの形で活用の道が開かれている。 

知的財産部は，「広島大学知的財産ポリシー」に基づき，知的財産の保護・管理・活用を組

織的に進め，大学の持つ知的資産を権利化し，権利化された知的財産を正当な対価で企

業等に移転することにより次の研究の原資とする知の創造サイクルを確立する。 

 
３．共同研究及び受託研究 

共同研究及び受託研究は，知的資源の社会還元のみならず，技術革新，未来産業基盤

の形成，戦略的研究拠点の形成，新規研究テーマの発掘，振興分野人材の養成，新事業

の創出，外部資金の獲得など多様な目的を包含している。これらの多様な要求に柔軟か

つ迅速に対応できる職員の配置を含め，全学的な支援体制を構築する。 



また，契約の締結に際しては，相手企業等と十分な事前協議を行い，柔軟な対応を行う。 

 

４．財政的基盤の確立と利益の還元 


